年　　月　　日


岐阜県知事　様


所 在 地

宗教法人「　　　　　　　　　　」

代表役員（代務者）　　　　　　　　　　


宗教法人規則変更認証申請書


宗教法人「　　　　　　　　」の規則を変更したいので、宗教法人法第27条の規定により、変更しようとする事項を示す書類３通に下記関係書類を添えて規則変更の認証を申請します。


記


１　規則変更の決定について規則で定める手続（規則で別段の定めがない場合は、法第19条の規定による手続）を経たことを証する書類
　（１）責任役員会議事録（写し）　　　
　（２）その他の機関の同意書（写し）　

２　法第26条第２項の規定による公告をしたこと及び同条第３項の規定による通知をしたことを証する書類
　（１）公告証明書　　　　　　　　　　
　（２）公告文（写し）　　　　　　　　
　（３）通知文（写し）　　　　　　　　

３　参考資料
　　・規則変更理由書

（※）代表役員名欄は記名で可（押印不要）。

（例１）
（変更しようとする事項を示す書類）

宗教法人「　　　　　　　　」の規則を次のとおり変更する。
	新
	旧

	第○条　・・・・・・・・・・。
　第○項　・・・・・・・・・・。

第○条の２　・・・・・・・・・・。

第○条　（削除）

第○条　・・・・・・・・・・。


第○条　・・、○○・・、○○・・。
　第○項　・・、○○・・。

附則
１　この規則の変更は、岐阜県知事の
　　認証書の交付を受けた日（　　年　　月　　日）から施行する。
２　・・・・・・・・・・。

	第○条　・・・・・・・・・・。




第○条　・・・・・・・・・・。

第○条
　第○項　・・・・・・・・・・。

第○条　・・、△△・・、・・・・。
　第○項　・・、○○△△・・。


（※）
・すべての条文を掲げる必要はなく、関係する条文のみで良い。
・役員の定数や任期を変更する場合は、経過措置として、附則に、その任期等の定めを
設ける必要がある。













（例２）
（変更しようとする事項を示す書類）

宗教法人「　　　　　　　　　　」の規則を次のとおり変更する。

第○条中　第○項の次に次の1項を加える。
　　第○項　・・・・・・・・・・。

第○条の次に次の1条を加える。
　第○条の２　・・・・・・・・・・。

第○条を削る。

第○条中第○項を削る。

第○条第○項中、「○○○○」を「△△△△」に改め、「□□□□」の次に「××××」を加え、同条第○項中「◇◇」を削る。

附則
１　この規則の変更は、岐阜県知事の認証書の交付を受けた日（　　年　　月　　日）
　から施行する。
２　・・・・・・・・・・。


（※）
・すべての条文を掲げる必要はなく、関係する条文のみで良い。
・役員の定数や任期を変更する場合は、経過措置として、附則に、その任期等の定めを
設ける必要がある。













宗教法人「　　　　　　　　　　」責任役員会議事録


１　日　時　　年　　月　　日　　時　　分から　　時　　分まで

２　場　所　事務所（会議室）

３　出席者　代表役員
　　　　　　責任役員
　　　　　　責任役員

４　議　題　（１）宗教法人「　　　　　　　　　　」規則の一部変更について

５　議事の経過
　　　代表役員が議長となり、出席者を確認し、開会を宣す。
　　　代表役員から・・・・・・・・・・の理由により規則を変更したい旨説明し・・・・・・・・・・。

上記の真実を証するため、ここに出席者全員署名（又は記名押印）する。

　　　　　　　　年　　月　　日

代表役員　　　　　　　　

責任役員　　　　　　　　

責任役員　　　　　　　　


上記は、原本と相違ないことを証明します。

　　　年　　月　　日

　　　　宗教法人「　　　　　　　　　　」

　　　　代表役員　　　　　　



責任役員であることの証明書

　次の者は、　　年　　月　　日現在において、宗教法人「　　　　　　　　　　」の責任役員であることを証明します。

　　年　　月　　日
　　　宗教法人「　　　　　　　　」
　　　代表役員　　　　　　　　　

住所
氏名

住所
氏名

住所
氏名























記入方法
	責任役員であることの証明書

　次の者は、　　年　　月　　日（責任役員会が開催された日）現在において、宗教法人「　　　　　　　　　　」の責任役員であることを証明します。

　　年　　月　　日（責任役員会が開催された日以降の日）
　　　宗教法人「　　　　　　　　」
　　　代表役員　　　　　　　　　←記名で可（押印不要）

住所　（住所氏名は、責任役員本人が自書する必要はなく記名で可）
氏名

住所
氏名

住所
氏名


　　　　　























同　　　意　　　書

　別添のとおり、宗教法人「　　　　　　　　　　」が規則を変更することに同意します。


　　　　年　　月　　日

宗教法人「　　　　　　　　　　」

　　総代　　　　　　　　　　　　

　　総代　　　　　　　　　　　　

　　総代　　　　　　　　　　　　








上記は、原本と相違ないことを証明します。

　　　年　　月　　日

　　　　宗教法人「　　　　　　　　　　」

　　　　代表役員　　　　　　　　　　　






（※）氏名欄は署名又は記名押印すること（署名の場合は押印不要）。


総代（信徒）であることの証明書

　次の者は、　　年　　月　　日現在において、宗教法人「　　　　　　　　　　」の総代（信徒）であることを証明します。

　　年　　月　　日
　　　宗教法人「　　　　　　　　」
　　　代表役員　　　　　　　　　

住所
氏名

住所
氏名

住所
氏名























記入方法
	総代（信徒）であることの証明書

　次の者は、　　年　　月　　日（総代会、信徒会等が開催された日）現在において、宗教法人「　　　　　　　　　　」の総代（信徒）責任役員であることを証明します。

　　年　　月　　日（総代会、信徒会等が開催された日以降の日）
　　　宗教法人「　　　　　　　　」
　　　代表役員　　　　　　　　　←記名で可（押印不要）

住所　（住所氏名は、総代（信徒）本人が自書する必要はなく記名で可）
氏名

住所
氏名

住所
氏名

























公　告　証　明　書

　宗教法人法第26条第１項に規定する被包括関係の廃止をするため、同条第２項の規定により、下記のとおり公告しました。

記

　１　公告の方法
　　　　年　　月　　日から　　年　　月　　日まで　　日間事務所の掲示場に掲示（　　年　　月　　日発行の機関紙（誌）「　　　　　　　　　　」に掲載）した。
　
　２　公告文　別紙写しのとおり
　
　３　公告現物写真又は公告紙（誌）　別添のとおり


　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所　在　地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　　称　宗教法人「　　　　　　　　」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代 表 役 員　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　上記の事実を確認したことを証明します。
　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　　名　　　　　　　　　　　　
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　　名　　　　　　　　　　　　


　　　　　　

（※）
・公告の期間は、公告を掲載した日を含まず、その翌日から起算し、公告を取り外した日
を含まない。
例　4月1日から4月12日まで10日間掲示し・・・
・確認者は、信者その他利害関係人とし、2～3人が署名又は記名押印すること（署名の場合は押印不要）。
・本文については、適宜変更すること。

被包括関係廃止の公告

このたび、下記のとおり宗教法人（非宗教法人）「　　　　　　　　」との被包括関係を廃止（して、宗教法人（非宗教法人）「　　　　　　　　」と被包括関係を設定）することとなりましたので、宗教法人法第26条第2項の規定により公告します。

　　　年　　月　　日

　信者その他利害関係人各位

																				所在地

																				宗教法人「　　　　　　　　」

																				代表役員　　　　　　　　　

（規則変更案の要旨を具体的に記入）











上記は、原本と相違ないことを証明します。

　　　年　　月　　日

　　　　宗教法人「　　　　　　　　　　」
　　　　代表役員　　　　　　　　　　　


（※）
・本文中の文言は、適宜挿入又は削除すること。
・代表役員名欄への押印は任意とする。

[bookmark: _GoBack]
通知文

年　　月　　日

　　宗教法人（非宗教法人）「　　　　　　　　」
　　代表役員（代務者）　　　　　　　　　　様


所在地
名　称　宗教法人「　　　　　　　　」
代表役員　　　　　　　　　　　（印）


被包括関係の廃止について（通知）


　このたび、貴宗教法人（非宗教法人）「　　　　　　　　　　」との被包括関係を廃止することとなりましたから、宗教法人法第26条第３項の規定により通知します。








上記は、原本と相違ないことを証明します。

　　　年　　月　　日

　　　　宗教法人「　　　　　　　　　　」

　　　　代表役員　　　　　　　　　　　

（※）通知文は、内容証明郵便とし、公告と同時に郵送すること。

